
院内感染対策指針 

 

【医療感染対策に関する基本的な考え方】 

医療従事者には患者の安全を確保するため努力が求められている。 

医療関連感染の発生を未然に防止することと、ひとたび発生した感染症が拡大しないよう

に速やかに制止、終息をはかることは医療機関の義務である。 

さらに当院の全職員は基準予防策に加えてその感染症の感染経路および感染経路別感染対

策を理解し、その感染症に応じた対策を講じることで感染の拡大を防止することにより、

患者および職員を感染症から守ることを基本的考えとする。 

 

【医療機関内における感染対策のための委員会】 

院内感染対策委員会が中心となって、すべての職員に対して組織的な対応と教育啓発活動

をする。院内感染対策委員会は院長が委員長を務め、院内感染対策は委員会の検討を経て

日常業務化する。なお本委員会は運用上、医療安全対策委員会と一体的に行うことも可と

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



院内感染対策に関する基準 

1. 当該保険医療機関において院内感染防止対策が行われている。 

2. 該当保険医療機関において院内感染対策委員会が設置され、当該委員会が月 1回程度

定期的に開催されている。 

3. 院内感染対策委員会は院長、各部署の所属長、薬剤師、検査技師、感染対策に関し相

当の経験を有する医師などの職員から構成されている。 

4. 当該保険医療機関内において各病棟の微生物学的検査に係る状況などを記した「感染

情報レポート」が週 1回程度作成されており、当該レポートが院内感染防止対策委員

会において十分活用される体制がとられている。当該レポートは入院患者の中からの

各種最近の検出状況や薬剤感受性成績のパターンなどが病院の疫学情報をして把握、

活用される目的として作成されるものであり、各病棟からの拭き取りなどにより各種

細菌の検出状況を示すものではない。 

5. 院内感染防止対策として職員などに対し流水により手洗いの徹底をさせるとともに、

各病室に水道または速乾式の消毒液が設置されている。ただし精神病棟などにおいて

患者の特性から病室の前項の消毒液を設置することが適切でないと判断された場合に

限り、携帯用の速乾式消毒液などを用いても差し支えない。 

【院内感染対策委員会の業務】 

・一か月に 1回程度の定期的に小委員会を開催する。緊急時には必要に応じて臨時会議を

開催する。 

・日常業務化された改善策の実施状況を調査し必要に応じて見直しをする。 

【院内感染管理者】 

・定期的ラウンドを行って、現場の開園に関する介入、現場の教育・啓発・アウトブレー

ク（集団院内感染）あるいは異常発生の特定と制圧、その他の業務にあたる。 

・感染対策に関する権限を委譲されると共に責任を持つ。また重要事項を定期手に院長に

報告する義務を有する。 

・異常な感染症が発生した場合は速やかに発生の原因を究明し、改善策を立案し実施する

ために全職員への周知徹底を図る。 

 



 

【院内感染に関する職員に対する研修】 

・就職時の初期研修は、院内感染担当者あるいはそれにかかわる十分な実務経験を有する

指導者が適切に行う。 

・継続的研修は年 2階程度開催する。また必要に応じて臨時の研修を行う。 

・学会、研修会。講習会など院外研修を受けた者の伝達研修を適宜病院内研修にかわるこ

とも可とする。 

・これらの研修の開催結果あるいは院外研修の参加実績を記録保存する。 

【感染症の発生状況の報告に関する基本方針】 

・感染を防止するため感染レポートを週 1回程度作成しスタッフの情報共有を図る。 

・異常発生時にはその状況および患者様への対応など院長へ報告する。さらに速やかに原

因を究明し改善策を立案、実施し職員への周知徹底を図る。 

 

（附則） 

①本指針は平成１８年４月１日より施行する 

②本指針は平成２２年４月１日より一部改定した。 

③本指針は平成２５年１月１日より一部改定した。 

④本指針は令和 3年 7月１日より一部改定した。 

⑤本指針は令和 6年 4月 1日より一部改定した 


